
地球温暖化問題への経済合理的な対応～税制等の経済的措置の有効活用

４

第１ステップ（2002～2004年）

○既存のエネルギー関連税制、特別会計の　
　グリーン化を推進する。

第１ステッ
プの取組の
評価・見直
し

○2004年の評価・見直しは、今回の石油特別
　会計のグリーン化を含め、あらゆる施策・
　事業を対象。

○必要とされた場合には、温暖化対策を主目
　的とする温暖化対策税の導入など、追加的
　な政策を展開。

第２ステップ（2005～2007年）

エネルギー特別会計の見直し（石炭課税、税率の上方調
整、省エネ・代エネの歳出強化）　　

※中央環境審議会の地球温暖化対策税制専門委員会
　の中間報告（平成14年６月）による。

☆環境省による事業の提案

○エネルギー起源ＣＯ２の排出抑制に役立つ省エネ・代エネ事業を
　行う地方公共団体に対して、メニュー方式で各種の事業を支援。

○エネルギー起源ＣＯ２の排出削減に資する新しい技術開発の促進。

○地方公共団体、都道府県センター、推進員、地域協議会などと連
　携した、省エネ・代エネ普及啓発の草の根レベルでの全国展開。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
○費用効果的なＣＯ2排出抑制手法である京都メカニズムを活用し

　た省エネ・代エネ事業の国際的展開　　　　　　　　　　　　等

（検討中）

※中央環境審議会
　地球温暖化対策
　税制専門委員会
　における検討　
　（平成13年10月
　以来10回開催。）

温暖化
対策税

・温室効果ガスの排出源に環境
　の観点から公平に幅広く課税。

・税収の使途も幅広い分野の中
　での優良な温暖化対策（これ
　までの対策の強化に加え、以
　下を視野に入れて広く支援）。

　　－CO2以外の温室効果ガスも含め

　　　た排出抑制対策

　　－都市改造や吸収源対策

・政府の収支差を改善するため
　の狭い意味での増税でなく、
　税収を積極的に対策のための
　投資等へ還流（環境投資促　
　進措置）。

石油税も含め、
対象とする。

エネルギー政策の観点からの見直しであり、温暖化対策
税とは目的、性格、内容が全く異なる。



環境と経済とが両立する社会への改革のための税の活用

５

温暖化対策税を活用する多くの利点

○すべての人々に対策の動機づけを行う。

○環境への負荷に応じた負担。

○対策をする場合の技術の選択は自由。
経済合理性

○税収の使途については、専ら環境の観点に立ち、
　幅広い分野から優秀な対策を支援。
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（参考）自動車税制のグリーン化

○平13.4、自動車税のグリーン化創設。
　※　排出ガス、燃費に関して性能の良い自動車について　
　　自動車税を軽減し、環境負荷の大きい自動車について　
　　重くする制度。

○これを受けて、低公害車･低燃費車　
の普及が急拡大。

※国土交通省登録データによる。

保 有 台 数 平 1 2 平 1 3

5 0 , 5 6 6 7 4 , 2 5 6
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( 2 6 5 . 6 % 増 )

ハイブリッド
自 動 車 ( 台 )

低 燃 費 か つ
低 排 出 ガ ス
認 定 車 ( 台 )

国民総参加

　公平性




